
特定非営利活動法人としまNPO推 進協議会 定款

第 1章 総 則

(名称)

第 1条 この法人は、特定非営利活動法人としまNPO推進協議会という.

(事務所)

第 2条 この法人は、主たる事務所を東京都豊島区池袋 3丁目30番21号マル
モビル 1階に置く。

(目 的)

第 3条 この法人は、広く一般市民を対象として、コミュニティづくり、NPO
及び社会貢献活動への支援、市民・企業。大学・行政のパートナーシップとネ

ットワークの構築支援等を行うことにより、住民自治意餞の向上と地域社会

の活性化に寄与し中間支援することを目的とする.

(特定非営利活動の種類)

第 4条 この法人は、前条の目的を達成するため次に掲げる種類の特定非営利活
動を行う。

(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動
(2)社会教育の推進を図る活動
(3)ま ちづくりの推進を図る活動
(4)学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
(5)環境の保全を回る活動
(6)前各号に掲げる活動を行う法人の運営又は活動に関する連絡、助言又は援
助の活動

(事業の種類)

第 5条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、次の特定非営利活動に係る
事業として、次の事業を行う。

1地域活動団体や市民活動への中間支援および協働促進活動
2創業・ ソーシャルビジネス・NPO法人等の設立・運営に関する支援事業
3地域交流・居場所づくり等のサロン運営および地域福祉に関する事業
4情報発信 。広報支援および映像制作・配信等のメディア活用活動
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第 2章 会 員

(会員の種別)

第 6条 この法人の会員は、次の 2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進
法 (以下「法」という)上の社員とする.

(1)正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人又は団体
(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し、費助の意志を持つ個人又は団体

(入会)

第 7条 会員の人会について、特に条件は定めない。
2 会員として入会しようとするものは、その旨を文書で代表理事に申し込むも
のとし、代表理事は正当な理由がない限り入会を認めなければならない.

3 代表理事は、前項の者の人会を認めないときは、遠やかに、理由を付した書
面をもって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第 8条 会員は、総会において別に定める人会金及び会費を納入しなければなら
ない。

(会員の資格の喪失)

第 9条 会員が次の各号のいずれかに腋当する場合には、その資格を喪失する.
(1)i本人から退会の申出があったとき
(3)本人が死亡し、若しくは失腺宣告を受け、又は会員である法人が消滅した
とき

(3)継続して2年以上会費を滞納したとき
(4)除名されたとき

(退会)

第 10条 会員は、退会しようとするときは、その旨を文書で代表理事に提出し
て任意に退会することができる.

(除名)

第 11条 会員が次のいずれかに腋当するときは、総会の議決により会員を除名
することができる。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与え

なければならない.

(1)法令、定款に違反したとき
(2)こ の法人の名誉をき損し、設立の趣旨に反し、又は秩序を乱す行為をした
とき

(拠出金品の不返還 )



第 12条 既 に納入 した入会金、会費及びその他の拠出金品は、これを返還 しな
い。

第 3章 役員及び職員

(役員の種別、定数及び選任等)

第 13条 この法人に、次の役員を置く。
(1)理事 5人以上 20人以内
(2)監事 1人以上 3人以内
2 理事のうち、 1人を代表理事、若千名を副代表理事とする.
3 理事及び監事は、総会において選任する.
4 代表理事及び副代表理事は、理事の互還とする。
5 法第 20条各号のいずれかには当する者は、この法人の役員になることがで
きない.

6 役員のうちにはそれぞれの役員に就いて、その配偶者もしくは三親等以内の
親族が一人を超えて含まれ、又は当腋役員並びにその配偶者及び三親等以内の

親族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない.
7 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることはできない。

(役員の職務)

第 14条 代表理事は、この法人を代表し、代表理事以外の理事は、法人の業務
についてこの法人を代表しない。

2 副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故があるとき又は代表理事
が欠けたときは、代表理事があらかじめ指名した順序によつて、その職務を代

行する。

3 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づ
き、この法人の業務を執行する.

4 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること
(2)こ の法人の財産の状況を監査すること
(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行
為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合

には、これを総会又は所轄庁に報告すること

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること
(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を
述べること

(役員の任期等)

第 15条 役員の任期は 2年とする。ただし、再任を妨げない.
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2補 欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又
は現任者の任期の残存期間とする。

3 前 2項の規定にかかわらず、任期満了前に、総会において後任の役員が選出
された場合は、当餞総会が終結するまでを任期とする。また、任期満了後、後任

の役員が選出されていない場合には、任期の末日後最初の総会が終結するまで

その任期を伸長する.

4 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職
務を行わなければならない.

(欠員補充)

第 16条 理事又は監事のうち、その定数の3分の 1を超える者が欠けたときは、
遅滞なくこれを補充しなければならない。

(役員の解任)

第 17条 役員に、職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があ
つたとき、又は心身の故障のため職務の執行に堪えないと田められるときは、

総会の議決により、その役員を解任することができる。この場合、その役員に

対し、議決をする前に弁明の機会を与えなければならない。

(役員の報酬)

第 18条 役員は役員総数の3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その■勝を執行するために要した費用を弁償することができる.
3 前項に関し必要な事項は、総会の餞決を経て、代表理事が別に定める。

(職員)

第 19条 この法人の事務を処理するため、この法人に事務局長その他の職員を
置くことができる。

2 事務局長その他の職員は、代表理事が任免する。
3 事務局の組織及び運営に関し、必要な事項は総会の議決を経て代表理事が別
に定める

第4章 総 会
(総会の種別)

第 20条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の2種とする。

(総会の構成)

第 21条 総会は正会員をもって構成する。

４
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(総会の権能)

第 22条 総会は、以下の事項について議決する。
(1)定歌の変更
(2)解散及び合併
(3)会員の除名
(4)事業計画及び活動予算並びにその変更
(5)事業報告及び活動決算
(6)役員の選任又は解任、職務及び報酬
(7)入会金及び会費の額
(8)借入金 (その事業年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く、第46
条において同じ)

(9)新たな義務の負担及び権利の放棄
(10)解散における残余財産の帰属先

(11)事務局の組織及び運営

(12)その他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第 23条 通常総会は、毎年 1回開催する.
2 臨時綸会は、次に掲げる事由により開催する。
(1)理事会が必要と日め招集の請求をしたとき
(2)正会員総数の5分の1以上から、会議の目的たる事項を記載した書面によ
り招集の請求があったとき

(3)第 14条第4項第 4号に基づき監事から招集があったとき

(総会の相集)

第 24条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、代表理事が招集する。
2 代表理事は前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、
その日から30日 以内に臨時総会を招集しなければならない.
3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面により、少なくとも開催日の5日 前までに通知しなければならない。

(総会の議長)

第 25条 総会の自長は、その総会において出席した個人正会員のうちから選任
する。

(総会の定足数)

第 26条 総会は、正会員総数の 2分の1以上の出席がなければ開会することが
できない。
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(総会の議決)

第 27条 総会における議決事項は、第24条第 3項の規定によりあらかじめ通
知された事項とする。

2 総会の議事は、この定款に別に定めるもののほか、総会に出席した正会員の
過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 議決すべき事項について特別な利害関係を有する正会員は、その事項につい
て表決権を行使することができない。

(総会における書面表決等)

第 28条 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通
知された事項について書面又は電磁的方法をもって表決し、又は他の個人正会員

を代理人として表決を委任することができる。この場合において、前 2条及び次

条第 1項第 3号の規定の適用については、出席したものとみなす。

(総会の議事録)

第 29条 総会の議事については、次の事項を記載した餞事録を作成しなければ
ならない。

(1)日 時及び場所
(2)正会員の現在数
(3)総会に出席した正会員の数 (書面又は電磁的方法による表決者及び表決委
任者の場合にあってはその数を付記すること)

(4)審■事項
(5)議事の経過の概要及び議決の結果
(6)磁事録署名人の通任に関する事項
2 餞事録には、議長及び出席した個人正会員のうちからその会議において選任
された議事録署名人 2人が署名、押印しなければならない。

第 5章 理事会

(理事会の構成)

第 30条 理事会は理事をもって構成する。

(理事会の相能)

第 31条 理事会はこの定款に別に定める事項のほか、次に掲げる事項を議決す
る。

(1)総会に付餞すべき事項
(2)総会の議決した事項の執行に関する事項
(3)その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項
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(理事会の開催)

第 32条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)代表理事が必要と認めたとき
(2)理事総数の3分の 1以上から会議目的を示し招集の請求があったとき

(理事会の招集)

第 33条 理事会は、代表理事が招集する。
2 代表理事は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から20
日以内に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の同時、場所、目的及び審議事項を記載した
書面により、少なくとも開催日の 3日前までに通知しなければならない。

(理事会の議長)

第 34条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。

(理事会の定足数 )

第 35条 理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ開会することができな
い。

(理事会の議決)

第 36条 理事会における議決事項は、第33条第 3項の規定によりあらかじめ
通知された事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長
の決するところによる.

3 議決すべき事項について特別な利害関係を有する理事は、その事項について
表決権を行使することができない。

(理事会における書面表決)

第 37条 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通
知された事項について書面又は電磁的方法をもって表決することができる。この

場合において前 2条及び次条第 1項第 3号の規定の適用については、出席したも

のとみなす。

(理事会の議事録)

第 38条 理事会の議事については、次の事項を記載した麟事録を作成しなけれ
ばならない。

(1)同 時及び場所
(2)理事の現在数
(3)理事会に出席した理事の数及び氏名 (書面又は電磁的方法による表決者に
あってはその旨を付記すること)
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(4)審議事項
(5)餞事の経過の概要及び議決の結果
(6)磁事録署名人の選任に関する事項
2 餞事録には、議長及び出席した理事のうちからその会議において選任された
議事録署名人 2人が署名、押印しなければならない。

第6章 資 産

(資産の構成)

第 39条 この法人の資産は、次に掲げるものをもって構成する.
(1)設立当初の財産目録に記載された資産
(2)入会金及び会費
(3)寄付金品
(4)事業に伴う収入
(5)財産から生じる収入
(6)その他の収入

(資産の管理)

第40条 この法人の資産は代表理事が管理し、その方法は、総会の議決を経て、
代表理事が別に定める。

第 7章 会 計

(会計の原則)

第41条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなけれ
ばならない。

(事業年度)

第42条 この法人の事業年度は、毎年4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終
わる。

(事業計画及び予算)

第43条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、代表理事が作成し、
総会の議決を経なければならない.
2 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由により予算が成立しないときは、
代表理事は理事会の議決を経て、予算成立までは前事業年度の予算に準して収

入支出することができる。

3 前項の規定による収入及び支出は、新に成立した予算に基づくものとみなす。
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4 予算作成後にやむを得ない事由が生したときは、総会の議決を饉て、既定予
算の追加又は更正をすることができる。

(予備費)

第44条 予算超過または予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設ける
ことができる。
2予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

(事業報告及び決算)

第45条 この法人の事業報告書等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、
遠やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければなら

ない.

2決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする.

(臨機の措置)

第46条 予算をもって定めるものの他、借入金の借入れその他新たな義務の負
担をし、又は権利の放楽をしようとするときは、総会の議決を経なければなら

ない。

第 8章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更)

第47条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会において出席した正
会員の4分の3以上の議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項を変更
する場合、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならな
い事項を除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解散)

第48条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決餞
(2)目 的とする事業の成功の不能
(3)正会員の欠亡
(4)合併
(5)破産手続開始の決定
(6)所轄庁による

“

証の取消し

2 前項第 1号の事由により解散する場合は、正会員給数の4分の3以上の承諾
を得なければならない。

3 第 1項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければなら
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ない。

(残余財産の帰属)

第49条 この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く)した
ときに残存する財産は、法第 11条第 3項に掲げる者のうち、総会において餞
決した者に餞渡するものとする.

(合併)

第 50条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員数の4分の
3以上の議決を経、かつ、所轄庁の日証を得なければならない。

第9章 公告の方法

(公告の方法)

第 51条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲
載して行う。ただし、法第 28条の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告につ
いては、この法人の主たる事務所の掲示場に掲示して行う.

第 10章 雑 則

(施行細則)

第 52条 この定歌の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て代表理事
がこれを定める。

附 則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は別表の通りとする。

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 15条第 1項の規定にかかわらず、
この法人設立の日から平成 22年 5月 31日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわらず、この法人
設立の日から平成 21年 3月 31日 までとする。
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5 この法人の設立当初の事業針百及び収支予算は、第43条第 1項の規定にか
かわらず、設立綸会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の年会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げる額
とする。

(1)正会員 (個人)
年会費    3,000円

(2)正会員 (団体)
年会費    5,000円

(3)賛助会員 (個人及び団体)
年会費 一口 5,000円 (一 口以上)

‐
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別 表

としまNPO推 進協議会 役員名簿(設立当初)

役 職 名 役 員 氏 名

代表理事 柳田 好史

副代表理事 足立 菊保

副代表理事 山縣 てる子

副代表理事 藤井 亘

理  事 森  良

理  事 根岸 豊

理  事 小松 聡

理  事 君島 渉

理  事 福田 光子

理  事 檎原 ひろみ

理  事 天野 敬子

理  事 上野 晴一

理  事 黒本 倫世

理  事 小澤 美紗子

監  事 常松 洋介

監  事 紫垣 敬子

12



書式第8号 (法第 10条 。第25条関係) 定款変更用

令和 7年度  事 業 計 画 書

1=起L整型理塾塗2ゝ≧上二型2⊆」色」菫直塗
1 事業実施の方針
地域における多様な課題解決を目的として、地域活動団体や NPO法人、創業希望者、福祉的支援を必要

とする人々等への支援と連携を推進し、協働による持続可能な地域社会の構築を目指す。また、情報発信

やメディア活用を通じて市民活動の魅力を広く伝え、参加促進と地域活性化を図る。

2 事業実施の方針
特定非営利活動に係わる事業

(事業費の総費用 【13,965】 千円 )
定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従業者

の人数

受益対象者範

囲

受益
対象者

人数

事業費

(千円)

地域活動団
体や市民活
動への中間
支援および
協働促進活
動

社会貢献活動見本市の開催

(第 20回 ) 第 20回
2026.2.21

豊島区本

庁舎 1階
/と しま
センター

スクエア

30

豊島区内で活動

する地域貢献活

動団体および―

般市民不特定多

数

1000

1500

「第 10回としま情熱基金」
事務局支援及び審査員参加 通年

螢老乃瀧

本社ビル 3

豊島区内で活動

する地域貢献活

動団体
300

50

豊島区地域活動交流センタ

ー受付業務&総合相談
(豊島区受話業務)

イクビ 万 4
階、地域活

動交流センタ
12

豊島区内で活動

する地域貢献活

動団体への当法

人の伴走支援

1500 3600

豊島区居住支援協議会の運

営 (豊島区&国交省委託業務)

豊島区役

所&当法
人事務所

内外

5

一般市民不特定

多数
500 970

豊島区内を中心とした NPO
法人や地域活動団体への各

種活動支援セミナー実施

コ`|′■F
口 十

(年間 10回
程開催)

当法人事

務所、大

学、各区

役所会議

室等の公

的施設

6 地域貢献活動を

目娼す一般市民

不特定多数

30人
X10回
750

協働オフィスによる他 NPO
法人事務局や活動の支援

通年 当法人事

務所内外
3 共同支援 NPO
法人及び団体

100

学生、若者ボランティア育成

&プロボノ企業や商工会等
との協働

通年 当法人事

務所内外
3 地域貢献活動を

目指す一般市民

不特定多数

800 120

創業・ソー
シャルビジ
ネス。NPO
法人等の設
立・運営に
関する支援
事業

東京都女性。若者・シニア創

業サポート事業でのハンズ

オン支援

通年 当 法 人 事

務 所 内 外

&ハ ン ズ
オ ン先 事

務所

300 1700

通面

(年 1セミす―)

当法人事

務所内外
2 創業やツーシャ

ルビジネスを目

指す方

30人Xl
回

75

としまイノベーションプラ

ンコンテストヘの協力支援

通年

東京商工

会議所豊

島支部

2 これから創業を

目指すアントレ

ブレナー&学生

2000

通年

通年

500

5 女性。若者・シニ

アの本制度で創

業した方約 25
名

としまソーシャルビジネス

支援ネットワークの強化

130



定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従業者

の人数

受益対象者範

囲

受益
対象者

人数

事業費

(千円)

各種スタートアップ融資、資

金需要相談対応 通年

当 法 人 事

務所内外 3

創業スタートア

ップ経営者や既

存の事業経営者

等

300

資金需要に関する助成金・補

助金・フアンドレイズ支援セ

ミナー

8月 ～
10月 (4回
実施)

豊 島 区 等

各 種 公 的

施設利用

7 一般社団や地元

NlaD法人など
30人×4
回

500

地域交流 。

居場所づく
り等のサロ
ン運営およ
び地域福祉
に関する事
業

地域サロン「みんなのえんが

わ池袋」の運営とカフェスペ

ースの貸出

通年 みんなの

えんがわ

池袋

一般社団や地元

NPO法人など
800 1200

ひきこもり、発達障害当事者

への支援、CSWと の連携相
談体制強化

通年 みんなの

えんがわ

池袋

15 地域内一般市民

不特定多数
300 50

認知症カフェ、高齢者スマホ

教室、誰でも食堂などの福祉

支援活動

通年 みんなの

えんがわ

池袋

5 地域内一般市民

不特定多数

500 70

「えんがわ市」の継続実施と

学生ボランティア拡充

通年 みんなの

えんがわ

池袋

120 地!或内一般市民
不特定多数

2500 1700

情報発信・

広報支援お

よび映像制

作・配信等

のメディア

活用活動

ホームページの刷新および

頻繁な更新

通年 事務所内

外
6 一般市民不特定

多数
不特定多

数

550

各種 SNSを活用したセグメ
ント別情報発信

通年 事務所内

外
6 一般市民不特定

多数
不特定多

数

120

YouTub)チャンネル「えん
チャンネル」運営強化

通年 事務所内

外
5 一般市民不特定

多数
不特定多

数

50

としまケープル T∨、豊島新

聞、とつぴい等の□―カルメ

ディアとの広報連携

通年 みんなの

えんがわ

池袋他区

内各施設

5 区内地域活動団

体及び不特定多

数

不特定多

数

30

100

2



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)
定款変更用

令和 8年度 事業計画書

窒壁塑上塵回二里墜人と」
`主
N墜2_盤笙量菫ビ≧

1事業実施の方針
地域における多様な課題解決を目的として、地域活動団体や NЮ 法人、創業希望者、福祉的支援を

必要とする人々等への支援と連携を推進し、協働による持続可能な地域社会の構築を目指す。ま

た、情報発信やメディア活用を通じて市民活動の魅力を広く伝え、参加促進と地域活性化を図る。

2事業実施の方針
特定非営利活動に係わる事業

(事業費の総費用 【13,332】 千円)

定款に記載

された事業名

事業内容 日時 場所 従業者の

人数

受益対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

地域活動団

体や市民活

動への中間

支援および

協働促進活

動

社会貢献活動見本市の

開催 (第 21回 )

2027.2.2

1

豊島区本庁

舎 1階/と
しまセンタ
ースクエア

30 豊島区内で

活動する地

域貢献活動

団体および

一般市民不

特定多数

1000 1430

「第 11回としま情熱

基金」事務局支援及び

審査員参加

通年 養老乃瀧本

社ビル

3 豊島区内で

活動する地

域貢献活動

団体

300 40

地域活動交流センター

受付業務&総合相談
(豊島区受話業務)

通年 イケビズ 4

階 地域活

動交流セン

ター

12 豊島区内で

活動する地

域貢献活動

団体への伴

走支援

1500 3400

居住支援協議会の運営

(豊島区&国交省委託
業務 )

通年 豊島区役所

&当法人事
務所

5 一般市民不

特定多数

500 950

活動支援セミナー実施

(年間 10回 )

通年 当法人事務

所、公的施

設等

6 地域貢献活

動を目指す

市民

不特定多数

30人
×10回

730

協働オフィス支援 通年 当法人事務

所内外

3 共同支援

NPO法人及
び団体

100 480



書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係 )
定款変更用

学生・若者ボランティ

ア育成&企業・商工会
との協働

通年 当法人事務

所内外

3 地域貢献活

動を目指す
一般市民不

特定多数

800 110

創業・ソー

シャルビジ

ネス・NP0

法人等の設

立・運営に

関する支援

事業

東京都創業サポー ト事

業でのハンズオン支援

通年 当法人及び

支援先

5 制度創業者 300 1620

ソーシャルビジネス支

援ネットワーク強化

通年 (年

1回 )

当法人事務

所等

2 創業やソー

シャルビジ

ネスを目指

す方

30人
×10回

70

イノベーションプラン
コンテスト協力支援

通年 東京商工会

議所豊島支

部

2 これから創

業を目指す

アントプレ

ナー&学生

2000 120

スタートアップ融資、

資金相談対応

通年 当法人事務

所

3 創業スター

トアップ経

営者や既存
の事業経営

者等

100 280

助成金 。ファンドレイ

ズ支援セミナー (4

回)

8月 ～10

月

(4回 )

公的施設 7 一般社団や

PO法人な
ど

30人
×4回

480

地域交流 。

居場所づく

り等のサロ

ン運営およ

び地域福祉

に関する事

業

地域サロン「みんなの

えんがわ池袋」運営・

貸出

通年 みんなのえ

んがわ池袋

2 一般社団や

PO法人な
ど

800 1150

ひきこもり。発達障害

者支援、CSW連携体制
通年 同上 15 地域内一般

市民不特定

多数

300 48

認知症カフェ・スマホ

教室・誰でも食堂など

通年 同上 5 地域内一般

市民不特定

多数

500 68

えんがわ市実施と学生

ボランティア拡充

通年 同上 120 地域内お一

般市民不特

定多数

2500 1640

情報発信・

広報支援お

よび映像制

作・配信等

のメディア

活用活動

ホームページ刷新・更

新

通年 事務所内外 6 一般市民不

特定多数

不特定

多数

520

SNSを活用した情報発

信

通年 事務所内外 6 一般市民不

特定多数

不特定

多数

110

YouTube「えんチャン

ネル」運営強化

通年 事務所内外 5 一般市民不

特定多数

不特定

多数

48

ケーブル TV・ 新聞など
ローカルメディア連携

通年 区内各施設

等

5 区内地域団

体及び市民

不特定多数

不特定

多数

28



令和7年度(第 18期 )活動予算書
令和7年4月 1日から令和8年3月 31日

特定非営利活動法人としまNPO推進協議会

(単位:円 )

科 目 金額

1収入の部

#受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

#受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

#受取寄附金

受取補助金

#事業収益

1)地域活動団体や市民活動への中間支援および協働促進活動

2)創業・ソーシャルビジネス・NPO法人等の設立・運営に関する支援事業

3)地域交流・居場所づくり等のサロン運営および地域福祉に関する事葉

4)情報発信ヽ広報支援および映像制作・配信等のメデイア活用活動

#その他収益

受取利息

雑収入

当期収入合計  (A)

250,000

230,000 480,000

14,965,000

300,000

0 300,000

400,000 400,000

7,500,000

2,800,000

3,150,000

80,000

13,530,000

5,000

250,000 255,000

＾
・



1経常費用

#事業費

1) 人件費

人件費計

その他経費

売上原価

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

保険料

諸会費

手数料

雑費

その他経費計

事業費計

#管理費

人件費

会議費

地代家賃

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

広告宣伝費

接待交際費

新聞図書費

諸会費

租税公課

雑費

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

(B)

(A)― (B)

(C)

(A)― (B)+(C)

0

0

13,965,000

1,050,000

11,000,000

150,000

170,000

100,000

50,000

50,000

100,000

200,000

900,000

15,000

30,000

30,000

120,000

0

13,965,000

0

150,000

310,000

100,000

70,000

10,000

20,000

30,000

80,000

10,000

50,000

70,000

50,000

14,915,000

950,000

50,000

7,885,203

7,935,203
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令和8年度(第 19期 )活動予算書

令和8年 4月 1日 から令和9年 3月 31日

特定非営利活動法人としまNPO推進協議会

(単位 :円 )

科目 金額

1収入の部

#受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

#受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

#受取寄附金

受取補助金

#事業収益

1)地域活動団体や市民活動への中間支援および協働促進活動

2)創業・ソーシャルビジネス・NPO法 人等の設立・運営に関する支援事業

3)地域交流・居場所づくり等のサロン運営および地域福祉に関する事業

4)情報発信・広報支援および映像制竹‐配信等のメデイア活用活動

#そ の他収益

受取利息

雑収入

当期収入合計  (A)

210,000

200,000 410,000

14,295,000

330,000

0 330,000

500,000 500,000

7,200,000

2,200,000

3,300,000

100,000

12,800,000

5,000

250,000 255,000



ヽ
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:経常費用

#事業費

1) 人件費

人件費計

その他経費

売上原価

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

保険料

諸会費

手数料

雑費

その他経費計

事業費計

#管理費

人件費

会議費

地代家賃

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

広告宣伝費

接待交際費

新聞図書費

諸会費

租税公課

雑費

管理費計

経常費用計

当期経常増減額
.

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

(B)

(A)― (B)

(C)

(A)― (B)+(C)

0

0

13,332,000

1,050,000

10,500,000

150,000

120,000

80,000

50,000

50,000

80,000

180,000

900,000

12,000

30,000

30,000

100,000

0

13,332,000

0

120,000

300,000

70,000

50,000

10,000

15,000

30,000

60,000

10,000

50,000

70,000

50,000

14,167,000

835,000

128,000

7,935,203

8,063,203


